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緒　　言
　食物アレルギーは先進国を中心として増加傾向
にあり、欧米では全人口の約２～４％の有症率と
類推されている1）。
　平成15年に厚生労働省が行なった全国のアレル
ギー疾患調査によると、皮膚、呼吸器及び目鼻の
各症状のいずれかのアレルギー様症状があった者
の割合は全体の35.9％であると報告されている2）。
乳幼児におけるアレルギー疾患全般の実態につい
ては、行政機関による乳幼児健診対象者に対する
調査3），4）がある。わが国における食物アレルギー
の有症率については、乳児が5 ～ 10％、児童・生
徒は全体の2.6％、学童以降が1.3％程度5）という
報告がある。
　乳幼児を保育している保育園では、保育時間中
にアレルギーを持つ園児にアレルギー症状が出
現することも十分に予想される。また、保育園を
利用する者のニーズにおいても多様化が顕著であ
り、従来からの保育に対する要望に加えて、保護
者に対する保育支援なども求められている。この
ような状況のもとで、保育園における食物アレル
ギー児への対応はますます重要な課題となってい
る。
　そこで、本県の保育園における食物アレルギー
を持つ園児に対する保育の現状を把握し、適切な
保育と健康管理の基礎資料とするために調査を実
施した。
方　　法
１．調査対象および調査時期
　福井県内の保育園（保育所・幼保園）294施設
を対象として、2005年８月に調査を実施した。
　調査は、アンケート用紙をその趣旨を説明する
文章とともに郵送により依頼し、回収も郵送とし
た。回答は無記名での記入とし、ほぼ選択回答方
式とし、自由記述欄も設けた。
２．調査内容
　保育園における各年齢の全園児数、食物アレル
ギー児数、除去食対応児数、アレルギー食品の種
類、給食における対応状況を調査した。食物アレ
ルギー児数の把握には、本研究では保育園が対応
している状況を調査する目的から、保護者から保
育園に連絡があったものを食物アレルギー児とし
た。 給食における対応状況では、除去食対応児数、
除去食準備の担当者、食品の種類による除去の困
難さの程度、除去食実施上の困難さ、などについ
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て調査した。
　食品の種類による除去の困難さの程度について
は、“たいへん困難”と回答したものを４点、“や
や困難”を３点、“やや容易”を２点、“たいへん
容易”を１点とし、除去食実施の際の困難さにつ
いては、“たいへん困難”を３点、“やや困難”を
２点、“困難でない”を１点として、それぞれ難
易度を求めた。
３．統計処理
　データの解析には、統計解析アドインソフトエ
クセル統計2006（株式会社社会情報サービス）を
用いた。グループ相互間の検定は一元配置分散分
析の後にSheﬀeの方法による多重比較を行った。
ま た、Wilcoxonの 符 号 順 位 和 検 定 とKruskal-
Wallisの検定によっても検討した。
結果および考察
１．食物アレルギー児に対する保育園の対応状況
　依頼した保育園294施設のうち、223施設から回
答が得られた（回収率75.9％）。
　食物アレルギー児への対応状況を表１に示し
た。回答の得られた保育園の73.1％に食物アレル
ギー児が入園しており、そのうち除去食を実施し
ているのは84.0％であった。さらに、代替食を用
意しているのは14.1％であった。
　施設の規模を園児数別により３段階に区分し
て、在籍する食物アレルギー児の割合を表２に示
した。瀬川らの大阪市内の調査6）では、食物アレ
ルギー児の割合は園児数が100人以上の保育園で
最も低く、園児数が減少するに従いその割合が増
加し、49人以下で最も高かったが、今回の調査で
は逆に園児数が増加するに従って食物アレルギー
表１　 保育園における食物アレルギー児に対する対応
園数 ％
対象となる乳幼児がいる保育園 163 73.1
　除去食実施 137 （84.0）*
　制限対象の食品が含まれる場合、家庭から弁当持参 13  （8.0）*
　除去して代替食品を用意 23  （14.1）*
　特別な対応をしていない 3  （1.8）*
対象となる乳幼児がいない保育園 60 26.9
複数回答あり　　*対象となる乳幼児がいる保育園数（163施設）に対する割合
表２　保育園における食物アレルギー児の在籍状況
保育園の規模（在園児数別）
≦49 50～99 100≦ 全体
保育園（保育所・幼保園）数 53 99 71 223
食物アレルギー児在籍施設数 28 73 62 163
　同　割合（％） 52.8 73.7 87.3 73.1
＊食物アレルギー児（％） 1.1±0.3a 2.6±0.3b 3.0±0.3c 2.3±0.2
除去食実施施設数　 24 67 59 150
　同　割合（％） 45.3 67.7 83.1 67.3
＊除去食対応児（％） 0.8±0.1 a 1.7±0.3 a 3.1±0.4 b 1.9±0.3
＊各園児数別施設数の全園児に占める人数％の平均値±標準誤差
　一元配置分散分析で、異なる文字間に有意差（p＜0.05）があることを示す
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児の割合は高くなった。
　除去食実施の割合は全体で68.6％、園児数100
人以上の保育園で84.5％が除去食に対応してお
り、園児数の区分で園児が少ない保育園ほど除去
食の割合が低かった。
　食物アレルギー児に対する保育状況を規模別に
集計したのが表３である。十分に保育できている
割合は規模の大きい保育園の方が高かった。
２．年齢別食物アレルギー児数および除去食対応児
　保育園の全園児に対する食物アレルギー児の割
合は2.6％であった。年齢別では、０歳児は3.8％、
１歳児は4.5％、２歳児は3.5％、３歳児は2.5％、
４歳児は1.8％、５歳児は1.8％であり、１歳以上
では年齢があがるにしたがって食物アレルギー児
の割合がやや減少していった。（表４）
３．除去食を準備する担当者
　給食やおやつの準備に際して、除去食実施時に
おける献立作成、材料選択、調理の担当者は表
５のとおりである。まず、保育園に栄養士が配置
されているのは半数以下であるため（表６）、献
立作成や材料選択を栄養士が担当するのは６割に
満たない状況であった。一方、調理員が献立作成
や材料選択を担当している保育園が２割以上あっ
た。また、保育士や保護者が除去食の準備を担当
しているところもみられ、大阪市内の調査6）と同
様の傾向であった。
４．食品の種類による除去の困難さ
　保育園の判断による各食品別の除去の難易度を
４段階評価の平均得点で表した（表７）。その結果、
「小麦粉を含むお菓子」が高く、次いで「大豆を
表３　食物アレルギー児の保育状況
保育園の規模（在園児数別）
≦49 50～99 100≦ 合計
施設数 ％ 施設数 ％ 施設数 ％ 施設数 ％
できている 25 47.2 68 68.7 52 73.2 145 65.0
半々 5  9.4 11 11.1 6  8.5 22  9.8
できていない 8 15.1 9  9.1 3  4.2 20  9.0
わからない 9 17.0 7  7.1 4  5.6 20  9.0
無回答 6 11.3 4  4.0 6  8.5 16  7.2
計 53 100.0 99 100.0 71 100.0 223 100.0
（χ2 検定　p=0.008481）
表４　保育園における年齢別の食物アレルギー児数および除去食対応児数
全園児
（人）
Ａ：食物アレ
ルギー児（人） 
Ａ／全園児
（％）
Ｂ：除去食
対応児（人）
Ｂ／全園児
（％）
Ｂ／Ａ
（％）
０歳児   680 26 3.8 20 2.9 76.9
１歳児 2,018 90 4.5 85 4.2 94.4
２歳児 3,173 111 3.5 93 2.9 83.8
３歳児 4,371 110 2.5 89 2.0 80.9
４歳児 4,427 81 1.8 73 1.7 90.1
５歳児 3,748 70 1.8 59 1.6 84.3
６歳児   44 1 2.3 1 2.3 100.0
全 体 18,461 489 2.6 420 2.3 85.9
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含む調味料」であった。また、鶏卵、牛乳、大豆、
小麦粉のそれぞれが、それらを使った菓子や料理、
調味料に加工されたものの方が食品そのものより
も有意に除去が困難であることが示された。2002
年４月より特定のアレルギー物質を含む食品の表
示が義務化され、加工食品の内容も明確になった
ものの、除去の困難さの解消にはつながっていな
いようである。
５．食物アレルギー児に対するおやつの提供方法
　アレルギーにより食べ物の除去または制限を指
示されている園児に対するおやつの提供方法は、
表８に示すとおり「おやつに制限されている食べ
物が含まれる場合には、除去した物を提供する」
と回答した保育園が70.4％で最も多く、次いで「市
販のアレルギー用の菓子を園で購入し、提供する」
が41.7％であった。
６．除去食の対応状況と症状の変化
　昼食の提供の際、個別対応をしている園は65.9
％、全園児に共通の特定食品のみ対応する園は
19.7％であった。除去している食品は卵、牛乳、
大豆が多く、他にはパン、鶏肉、そば、ごま、マ
ヨネーズ、ハム、いか、えび、枝豆、玉ねぎ、ほ
うれん草、たけのこ、トマト、もち米があげられ
ていた。表９に示すとおり、個別対応の園の方が
症状の改善した割合が高かった。
７．食物アレルギー児の保育上の困難状況
　これまでに食物アレルギーを持つ園児を保育す
る上で困ったことについての集計を表10に示す。
　給食やおやつの提供に関するものでは、「除去
または制限されている食べ物が含まれているかど
うかわからないことがある」（38.6％）または「誤
って除去または制限されている食べ物を与えてし
まったことがある」（29.6％）と回答した施設が
確認された。また「他の園児の食べ物を取って
食べようとする」（22.4％）「アレルギー症状がで
たために泣いたり不愉快になる」（19.3％）など、
他の園児と違うことによるストレス・不安もみら
表５　保育園における除去食準備の担当者
栄養士 調理員 保育士 保護者 その他
施設数 ％ * 施設数 ％ * 施設数 ％ * 施設数 ％ * 施設数 ％ *
?
?
献立作成 127 57.0 58 26.0 20 9.0 5 2.2 5 2.2
材料選択 92 41.3 84 37.7 19 8.5 25 11.2 5 2.2
調理 47 21.1 172 77.1 13 5.8 4 1.8 1 0.4
?
?
?
献立作成 115 51.6 61 27.4 22 9.9 5 2.2 6 2.7
材料選択 92 41.3 84 37.7 19 8.5 25 11.2 5 2.2
調理 43 19.3 168 75.3 54 24.2 4 1.8 2 0.9
　複数回答、無回答あり　　*全保育園数（223施設）に対する割合
表６　保育園における栄養士の配置状況
公立
保育園
私立
保育園 不明
保育園の規模（在園児数別）
計
≦ 49 50 ～ 99 100 ≦
栄養士がいる 50 51 18 34.0% 39 39.4% 44 62.0% 101 45.3%
栄養士がいない 86 30 3 34 64.2% 60 60.6% 25 35.2% 119 53.4%
不明（無回答） 3 1 1.8% 2 2.8% 　3  1.3%
計 139 81 3 53 100% 99 100% 71 100% 223 100%
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れた。しかし、アレルギー症状が出ることや食べ
物を制限していることが原因で他の園児からいじ
めにあうことはほとんどないようであった。
　一方、「園児にアレルギー症状が出現したとき
の応急処置がわからない」と回答した保育園は約
10％程度と、坂井らの調査7）とほぼ同じ割合でみ
られ、園児にアレルギー症状が現れた場合の対応
に不安をもっていることがうかがわれた。自由記
述では「家庭と園の対応の違い」「症状の程度の
違い」「コストが高くなる」「医師によって対応が
様々」「アレルギーかどうかの判断が難しい」と
いう意見があった。今回の調査では保護者から保
育園に連絡があったものを食物アレルギー児とし
たため、医師の診断が明確でないものも含まれる
表７　食品の種類別除去の難易度別平均得点
　
たいへん容易
（１点）
やや容易
（２点）
やや困難
（３点）
たいへん困難
（４点）
難易度
平均
難易度
標準偏差
検定 *
鶏卵
魚卵他
卵を使った料理
卵を使った菓子
卵の他製品
　 34.4 ％
25.2
20.3
13.8
 9.4
　 36.6 ％
39.9
39.0
32.8
24.7
　 20.8 ％
23.9
27.7
31.0
37.1
　 8.2 ％
11.0
13.0
22.4
28.8
2.027
2.209
2.333
2.621
2.853
0.938
0.943
0.943
0.980
0.943
a
a
b
c
d
牛乳・粉ミルク
乳飲料
乳製品
牛乳を使った菓子
牛乳を使った他の食品
40.6
27.3
22.8
14.7
13.0
32.7
38.8
36.4
32.5
29.8
18.2
24.2
27.2
31.9
33.5
 8.5
 9.7
13.6
20.9
23.6
1.945
2.164
2.315
2.589
2.677
0.961
0.936
0.972
0.977
0.975
a
b
b
c
c
大豆・豆乳
大豆製品（加工品）
大豆を原料とした調味料
大豆油
大豆油を使った菓子
大豆の他食品
大豆以外の豆類
大豆以外の豆菓子
25.7
19.1
11.0
25.0
 8.2
 6.9
14.0
 9.0
35.4
36.9
17.9
22.3
25.3
26.2
30.1
31.9
25.7
28.4
38.6
30.4
37.0
37.9
41.3
38.9
13.2
15.6
32.4
22.3
29.5
29.0
14.7
20.1
2.264
2.404
2.924
2.500
2.877
2.890
2.566
2.701
0.986
0.967
0.969
1.094
0.928
0.903
0.905
0.890
a
a
b
a
b
b
bc
bc
小麦粉
パン
麺類
小麦粉を使った料理
小麦粉を使った菓子
12.8
25.2
21.8
 9.8
11.0
24.1
23.8
23.9
20.3
16.6
34.0
24.5
28.2
40.6
36.6
29.1
26.6
26.1
29.4
35.9
2.794
2.524
2.585
2.895
2.972
1.000
1.133
1.096
0.937
0.982
a
bc
b
ac
ac
*同一欄において異なるアルファベットの間には有意差がある（Wilcoxonの符号順位和検定，p＜0.05）
表８　食物アレルギー児に対するおやつの提供方法
回答数 ％ *
おやつに制限されている食べ物が含まれる場合には、除去したものを提供する 157 70.4
市販のアレルギー用の菓子を施設で購入し、提供する 93 41.7
養育者に持参してもらった菓子を提供する 27 12.1
おやつに制限されている食べ物が含まれている場合には、おやつを提供しない 24 10.8
特別な対処はなく、皆と同じおやつを提供する 9  4.0
複数回答、無回答あり　　*全保育園数（223施設）に対する割合
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ことによる意見があげられたのではないかと思わ
れる。岐阜県内の調査8）においても保護者のアレ
ルゲン除去程度の曖昧さを指摘しながらも保護者
からの申し出を受け入れる保育園の姿勢が示され
ている。
８．食物アレルギー児の対応についての考え
　表11に示すとおり、「保護者、担任、調理員の
連絡は重要」「職員間で共通理解のもと指導する」
「園児に合わせた個別対応」という意見が多く、
園児に対して十分な保育ができるように対応した
いという考えが強いことが示された。自由記述で
は、食物アレルギー児の増加傾向に不安を感じる
内容が多く、「委託では対応できない」「自園給食
でないので、今後もお断りをすると思う」など、
食物アレルギー児の受け入れ態勢の悪化が懸念さ
れる意見もあった。
９．食物アレルギーを持つ園児を保育するための
環境整備や情報収集
　食物アレルギーに関する情報収集は「積極的
に行っている」が34.2％、「ときどき行っている」
が43.1％であった。食物アレルギーを持つ園児の
いる園の方が「積極的に行っている」「ときどき
行っている」割合が高いが、「行っていない」割
合が20.5％と少ないとはいえない。情報収集先は
保育雑誌やメディア、講演会、新聞、医師の診断
書などであった。また家庭での様子を周期的に確
表９　除去食の対応状況と症状の変化
食物アレルギーを持つ
全園児に共通の特定の
食品のみ対応
食物アレルギーを持つ各
園児に対する全ての種類
の食品を除去（個別対応）
多くの場合、症状はよくなっていった 29 65.9％ 107 72.8％
症状がよくなるのと悪くなるのは大体同じくらいだった 4 9.1　 3 2.0　
多くの場合、症状に変化がなかった 3 6.8　 15 10.2　
多くの場合、症状に変化があるかどうかわからなかった 3 6.8　 14 9.5　
食物アレルギーを持つ園児の保育経験がない、少なくてわからない 5 11.4　 8 5.5　
計
44 100.0　 147 100.0　
19.7％ * 65.9%*
無回答あり　　*全保育園数（223施設）に対する割合
表10　食物アレルギーを持つ園児を保育する上で困ったこと　
項　目 回答数 ％ *
昼食やおやつに制限されている食べ物が含まれているかどうかわからないことがある 86 38.6
誤って除去または制限されている食べ物を提供してしまったことがある 66 29.6
他の園児の食べ物を取って食べようとする 50 22.4
アレルギー症状がでたために泣いたり不愉快になる 43 19.3
アレルギー症状がでたときの応急処置がわからない 24 10.8
養育者との連絡がうまくいかない 22  9.9
食物アレルギーを持つ園児に対する留意点がよくわからない  7  3.1
アレルギー症状がでることが原因で他の園児からいじめにあう  1  0.4
食べ物を制限していることが原因で他の園児からいじめにあう  1  0.4
特にない 38 17.0
複数回答あり　　*全保育園数（223施設）に対する割合
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認し、園、家庭、他施設で情報を交換し合い、園
児に必要な環境整備を行っているという結果であ
った。
10．栄養士の有無と除去食対応状況
　栄養士の配置率は表６に示したとおり、在園児
数の多い保育園に配置されている割合が高い傾向
にあった。食物アレルギーを持つ各園児に対する
全ての種類の食品を除去する個別対応を行ってい
る保育園の方が、個別対応を行なっていない保育
園より栄養士の配置率が有意に高かった。表９に
示したように個別対応の割合の高い園の方に症状
の改善がみられることから、栄養士によるきめ細
やかな個別対応が望まれる。
要　約
　福井県内の保育園における食物アレルギー児へ
の対応状況、除去食実施の状況を調べ、除去食実
施上の困難さや問題点を検討した結果、以下のこ
とが明らかになった。
（1）　福井県内の保育園における食物アレルギー
児の割合は、園児数の多い保育園で高率であ
ることが示された。
（2）　食品別除去の困難さは、素材食品そのもの
よりも加工・調理したものの方がより大きく、
特に「小麦粉を含むお菓子」や「大豆を含む
調味料」の難易度が高かった。
（3）　食物アレルギーを持つ各園児に対する全て
の種類の食品を除去する個別対応を行ってい
る保育園の方が、個別対応を行なっていない
保育園より栄養士の配置率が有意に高かった。
（4）　食物アレルギー児の保育するうえで困難に
思うこととして、「除去または制限されている
食べ物が含まれているかどうかわからないこ
とがある」「誤って除去または制限されている
食べ物を与えてしまったことがある」と回答
した施設が多くみられた。
（5）　除去食実施の担当者は調理員が主要な担い
手であることから、給食担当者の専門性が保
証されていないことが危惧される。除去食の
準備に必要な専門知識を持った栄養士がより
多く配置され、保育園給食に対応することが
望まれる。
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